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       四 国 電 力 株 式 会 社 

伊方発電所周辺地域を対象とした訪問対話活動の実施結果について 

 
今年度の訪問対話活動は、当社社員が各世帯を訪問し、 

・南海トラフ地震などの巨大地震に備えた伊方発電所の安全対策 

・伊方発電所における安全文化醸成や技術力の維持・向上への取り組み 

・高経年化への取り組み 

・伊方発電所の状況（乾式貯蔵施設の運用開始や１，２号機廃止措置） 

などについてリーフレットを用いてご説明するとともに、皆さまから原子力に関するご意見・ご質問を 

お伺いしました。概要は、以下のとおりです。 

 
１．実施状況 

・期  間 令和７年８月２８日（木）～ １０月１１日（土） 

  ・訪問戸数 ２３,９８７戸（在宅率：約５０％） 

［伊方町・八幡浜市の全域および大洲市・西予市の一部（伊方発電所から２０ｋｍ圏内）］  
 
             （内訳） 

 

 

 

 

 

 
 
 
・当社からの訪問者数 ４６４人、延べ１,１４３人・日［従業員が２人１組で訪問］ 

 

２．実施結果 

○ 当社訪問者の印象に基づく原子力発電へのお客さまの評価は、概ね昨年度と同様、「一定の理解」が

６割を超える結果となりました。昨年度の結果と比較すると、地域によって濃淡はあるものの、全体と

しては「一定の理解」と「厳しい」が僅かに減少し、「どちらでもない」が僅かに増加しました。 
［図１］ 

 
○ お客さまからいただいたご意見を項目別に分類すると、原子力の安全性・必要性、当社事業に対する

激励や理解・信頼といったご意見が全体の８割以上を占めました。また、昨年度との比較においては、

地震・津波への不安、避難への不安といったご意見が減少しました。 
このようになった理由としては、安全文化の醸成や技術力の維持・向上を図りながら、伊方３号機が

安定的に運転を継続していることを評価いただいていることや、地震に対する伊方発電所の安全対策

を丁寧にご説明させていただいた結果と考えております。                ［図２］ 
 

○ 当社としては、今回の活動でいただいたご意見を真摯に受け止めながら、引き続き伊方発電所の更な

る安全性向上を図ることはもとより、今後も発電所に関する情報を迅速かつ丁寧に分かりやすく発信し

ていくことで、皆さまからご信頼いただける伊方発電所を目指してまいります。 
 
このほか、伊方発電所の安全への取り組みを紹介した動画「一歩、一歩。積み重ねで進化し続ける伊方発電所の安全

対策」および乾式貯蔵施設を紹介した動画「伊方発電所の使用済燃料乾式貯蔵施設について」を８月２８日から１０

月１１日までの間、地域のケーブルテレビ３局（八西ＣＡＴＶ、ケーブルネットワーク西瀬戸、西予ＣＡＴＶ）で放

送しました。これらの動画は、当社ホームページでも公開しています。 
 

以 上 
 

地 域 期 間 戸 数 

伊 方 町 8/28～10/5 3,540 戸  

八幡浜市 9/4～10/11 14,208 戸  

大 洲 市 9/11～10/10 2,264 戸  

西 予 市 8/28～10/7 3,975 戸  

合 計    23,987 戸  

別 紙 



［図１］原子力発電に対するお客さまの評価［当社訪問者の印象］ 

 

［図２］お客さまからの主なご意見  

 
（参考）お客さまからのご意見の例〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

[厳しいご意見] 

・地震国に原子力発電所は不要。事故が起こった時に避難できるかが心配。 

・南海トラフ地震や中央構造線断層帯による地震に伊方発電所が耐えられるか心配。 

・使用済燃料を再処理工場に持って行けず、長期間乾式貯蔵施設に保管されることにならないか 

心配。 

・放射性廃棄物の最終処分場が決まっていないのに原子力発電所を運転するのは反対。 

 

[一定のご理解] 

・地球温暖化対策や安価な電気料金のためにも、原子力発電が必要だと思う。 

・100%安全というものはないが、原子力発電所がないと電気も雇用も作れない。引き続き安全 

運転に努めてほしい。 

・毎年説明に来てもらっているので安心している。安全第一でこれからも地域に貢献してほしい。

 

など 

〔注〕 
・（ ）内は令和６年度の値 
・四捨五入の関係で合計が 

100 とならない場合がある 

※今年度、新たな項目として「当社に対する激励」、「当社事業に対する理解・信頼」を設定し、個別に集計した結果、 

「安全性への理解」、「必要性の理解」が昨年度と比べて大きな差が出たものと考えられる。 


